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制度信用銘柄及び貸借銘柄の選定に関する規則
（平成10.12.1変更）

（平成3.11.29実施）

（目的）

第１条 この規則は、信用取引・貸借取引規程第７条第２項、第10条第２項及び第15条の規定に基づき、制度

信用銘柄及び貸借銘柄の選定に関し、必要な事項を定める。

（平成10.12.1、14.4.1、令和4.4.4変更）

（定義）

第１条の２ この規則において使用する用語の意義は、この規則において別に定める場合を除き、有価証券上

場規程において定めるところによるものとする。

（平成21.11.9追加、令和4.4.4変更）

（制度信用銘柄の選定基準）

第２条 内国法人の発行する株券（優先株を含む。以下同じ。）が次の各号に適合する場合は、既に制度信用

銘柄に選定されているものを除きこれを制度信用銘柄に選定するものとする。

(1) 上場後最初の約定値段（以下「初値」という。）が決定された（国内の他の金融商品取引所と同時に新

規上場された銘柄は、当該金融商品取引所で約定値段が決定された場合を含む。）銘柄であるとき。

(2) その発行者の直前事業年度の末日の純資産の額（有価証券上場規程施行規則第501条第５項第１号に定め

る額をいう。以下同じ。）が正である銘柄であるとき。

(3) 第４条の規定による選定の日以後の日に上場廃止となることが確実と認められる銘柄以外の銘柄である

とき。

(4) 特設注意市場銘柄、監理銘柄又は整理銘柄に指定されている銘柄以外の銘柄であるとき。

(5) 有価証券上場規程施行規則第501条第７項第１号（有価証券上場規程第501条第１項第１号ｄ、第２号ｄ

及び第３号ｃに定める基準の場合を除く。）及び第４号並びに同第601条第５項第６号に定める期間内にあ

る銘柄以外の銘柄であるとき。

(6) 売買又は信用取引について規制措置がとられている銘柄以外の銘柄であるとき。

(7) その他制度信用銘柄として適当でないと認められる銘柄以外の銘柄であるとき。

２ 前項の規定にかかわらず、有価証券上場規程第207条又は第213条のいずれかの規定の適用を受けて上場さ

れる株券に対する最初の選定審査（当該株券の上場後最初の有価証券報告書が提出されるまでの期間におけ

る選定審査に限る。）においては、同項第１号及び第３号から第７号までに適合するときに、これを制度信

用銘柄に選定するものとする。

３ 第１項の規定にかかわらず、有価証券上場規程第208条第１号若しくは第３号、同第214条第１号若しくは

第３号又は同第220条第１号若しくは第３号の規定の適用を受けて上場される株券に対する最初の選定審査

においては、同項第２号、第５号及び第７号に適合するときに、これを制度信用銘柄に選定するものとする。

４ 第１項の規定にかかわらず、有価証券上場規程第303条の規定の適用を受けて上場される株券に対する最初

の選定審査においては、同項第２号、第５号及び第７号に適合するときに、これを制度信用銘柄に選定する

ものとする。
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５ 第１項の規定にかかわらず、制度信用銘柄の発行者でない上場会社が、制度信用銘柄の発行者である上場

会社を吸収合併する場合又は制度信用銘柄の発行者である上場会社を完全子会社とする株式交換を行う場合

における当該制度信用銘柄の発行者でない上場会社の株券に対する合併又は株式交換の後最初の選定審査に

おいては、同項第２号から第７号までの各号に適合するときに、これを制度信用銘柄に選定するものとする。

６ 第１項の規定にかかわらず、国内の他の金融商品取引所に上場されている株券の発行者が発行する株券で、

新たに上場された銘柄（以下「他市場経由銘柄」という。）に対する上場後最初の選定審査においては、同

項第２号から第７号までの各号に適合するときに、これを制度信用銘柄に選定するものとする。

７ 第１項の規定にかかわらず、制度信用銘柄の株券の発行者が発行する新株券が既に上場されているか又は

新たに上場されることとなった場合には、当取引所は当該新株券を制度信用銘柄に選定することができる。

（平成6.8.3、6.10.1、7.7.1、8.11.1、10.1.1、10.3.1、10.12.1、11.2.1、11.11.10、11.12.1、12.3.1、13.10.1、

14.4.1、15.1.14、15.4.1、16.12.13、17.2.1、17.6.20、18.5.1、19.9.30、21.1.5、21.11.9、31.4.1、令和2.11.1、4.

4.4変更）

（ＥＴＦに係る制度信用銘柄の選定基準）

第２条の２ ＥＴＦが第２条第１項第３号から第７号までの各号に適合する場合は、既に制度信用銘柄に選定

されているものを除きこれを制度信用銘柄に選定するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、制度信用銘柄であるＥＴＦに係る投資信託の新受益証券又は新外国投資証券が

既に上場されているか又は新たに上場されることとなった場合は、当取引所は当該新ＥＴＦを制度信用銘柄

に選定することができる。

（平成22.7.15追加、31.4.1、令和4.4.4変更）

（貸借銘柄の選定基準）

第３条 制度信用銘柄が次の各号に適合する場合は、既に貸借銘柄に選定されているものを除きこれを貸借銘

柄に選定するものとする。

(1) 上場後６か月間を経過している銘柄であるとき。

(2) 流通株式の数が8,500単位以上の銘柄であるとき。

(3) 株主数（当該銘柄を１単位以上所有する者の数をいう。以下同じ。）が、1,100人以上の銘柄であるとき。

(4) 第４条の規定による選定の日以後の日に上場廃止となることが確実と認められる銘柄以外の銘柄である

とき。

(5) 特設注意市場銘柄、監理銘柄又は整理銘柄に指定されている銘柄以外の銘柄であるとき。

(6) 有価証券上場規程施行規則第501条第７項第１号（有価証券上場規程第501条第１項第１号ｄ、第２号ｄ

及び第３号ｃに定める基準の場合を除く。）、及び第４号並びに同第601条第５項第６号に定める期間内に

ある銘柄以外の銘柄であるとき。

(7) 売買又は信用取引について規制措置がとられている銘柄以外の銘柄であるとき。

(8) 貸株調達可能量からみて貸借銘柄として適当でないと認められる銘柄以外の銘柄であるとき。

(9) その他貸借銘柄として適当でないと認められる銘柄以外の銘柄であるとき。

２ 有価証券上場規程施行規則第213条第１項第１号の規定は前項第１号の２に規定する流通株式の数につい

て、有価証券上場規程施行規則第213条第１項第１号から第５号まで及び第８号の規定は前項第３号に規定す

る株主数について、それぞれ準用する。この場合における読替えは、別表第１のとおりとする。

３ 第１項の規定にかかわらず、有価証券上場規程第208条第１項第１号若しくは第３号、同第214条第１号若
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しくは第３号又は同第220条第１号若しくは第３号の規定の適用を受けて上場される株券に対する最初の選

定審査においては、同項第１号、第２号及び第３号に適合するときに、これを貸借銘柄に選定するものとす

る（有価証券上場規程第208条第１号若しくは第３号、同第214条第１号若しくは第３号又は同第220条第１号

若しくは第３号の規定に定める行為の当事者の発行する株券が貸借銘柄である場合に限る。）。

４ 第１項の規定にかかわらず、有価証券上場規程第303条の規定の適用を受けて上場される株券に対する最初

の選定審査においては、前項第１号に適合するときに、これを貸借銘柄に選定するものとする（有価証券上

場規程第303条に規定する上場廃止となる銘柄が貸借銘柄である場合に限る。）。

５ 第１項の規定にかかわらず、貸借銘柄の発行者でない上場会社が、貸借銘柄の発行者である上場会社を吸

収合併する場合又は貸借銘柄の発行者である上場会社を完全子会社とする株式交換を行う場合における当該

貸借銘柄の発行者でない上場会社の株券に対する合併又は株式交換の後最初の選定審査においては、次の各

号に適合するときに、これを貸借銘柄に選定するものとする。

(1) 第２条第１項第２号及びこの条第１項第４号から第９号の各号に適合する銘柄であるとき。

(1)の２ 流通株式の数が、合併又は株式交換の後最初に終了する事業年度の末日までに第６条第１項第１号

の規定に該当しない見込みのある銘柄であるとき。

(2) 株主数が、合併又は株式交換の後最初に終了する事業年度の末日までに第６条第１項第２号の規定に該

当しない見込みのある銘柄であるとき。

６ 第１項の規定にかかわらず、他市場経由銘柄に対する上場後最初の選定審査においては、次の各号に適合

するときに、これを貸借銘柄に選定するものとする。

(1) 国内の他の金融商品取引所における上場の日から当取引所における上場の日までの期間が６か月を超え

ている銘柄であるとき。

(2) 第１項第２号から第９号までの各号に適合する銘柄であるとき。

７ 第１項の規定にかかわらず、株券（国内の他の金融商品取引所に上場されていた銘柄を除く。）に対する

上場後最初の選定審査においては、第１項第２号から第９号までの各号に適合するときに、これを貸借銘柄

に選定するものとする。

８ 事業年度の末日と異なる日が株主基準日（有価証券報告書に記載される大株主の状況に係る基準日をいう。

以下同じ。）である会社についての第３項第１号の２及び第２号の規定の適用については、同項第１号の２

及び第２号中「上場後最初に終了する事業年度の末日」とあるのは、「上場後最初に到来する株主基準日」

とし、第５項第１号の２及び第２号の規定の適用については、同項第１号の２及び第２号中「合併又は株式

交換の後最初に終了する事業年度の末日」とあるのは、「合併又は株式交換の後最初に到来する株主基準日」

とする。

（平成6.8.3、6.10.1、7.7.1、8.1.1、8.4.1、8.5.1、8.11.1、9.1.1、9.6.2、9.10.27、10.1.1、10.3.1、10.12.1、

11.2.1、11.8.10、11.9.1、11.11.10、11.12.1、12.3.1、12.9.4、12.11.1、13.8.1、13.10.1、14.4.1、14.8.20、

14.12.10、15.1.14、15.4.1、15.5.8、16.1.5、16.11.1、16.12.13、17.2.1、17.6.20、17.11.7、18.5.1、19.3.15、

20.4.1、21.1.5、21.11.9、30.3.31、31.4.1、令和4.4.4変更）

（ＥＴＦに係る貸借銘柄の選定基準）

第３条の２ 制度信用銘柄であるＥＴＦが第３条第１項第４号から第９号までの各号に適合する場合は、既に

貸借銘柄に選定されているものを除きこれを貸借銘柄に選定するものとする。

（平成22.7.15追加、31.4.1変更）

（選定の時期）
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第４条 第２条第１項及び第２項の規定による制度信用銘柄の選定は、原則として、新たに株券が上場される

場合にその都度行う。

２ 第３条の規定による貸借銘柄の選定は、原則として、毎月１回、各銘柄の発行者の事業年度の末日を含む

月から起算して６か月目の月の初日（初日が休日にあたるときは、順次繰り下げる。以下同じ。）に行う。

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる制度信用銘柄又は貸借銘柄の選定は、当該各号に定める日

に行う。

(1) 第２条第３項及び第４項の規定による制度信用銘柄の選定並びに第３条第３項及び第４項の規定による

貸借銘柄の選定

当該銘柄が上場された日

(2) 第２条第５項の規定による制度信用銘柄の選定並びに第３条第５項の規定による貸借銘柄の選定

合併又は株式交換により発行される株券が上場された日

(3) 第２条第６項の規定による制度信用銘柄の選定並びに第３条第６項の規定による貸借銘柄の選定

当該銘柄が上場された日

(4) 第２条第７項の規定による制度信用銘柄の選定

ａ 新株券が既に上場されている場合

当該新株券を制度信用銘柄に選定した日

ｂ 新株券が新たに上場されることとなった場合

当該新株券が上場された日

(5) 第３条第７項の規定による貸借銘柄の選定

当該銘柄の初値が決定された (国内の他の金融商品取引所と同時に新規上場された銘柄は、当該金融商

品取引所で約定値段が決定された場合を含む。) 日から起算して６日目（休業日を除外する。）の日

(6) 第１項及びこの項第１号から第４号までに掲げる制度信用銘柄の選定審査の結果、選定が行われなかっ

た場合におけるその後最初の制度信用銘柄の選定

当取引所がその都度定める日

(7) 次条第１号の規定により制度信用銘柄の選定を取り消された銘柄の取消し後最初の制度信用銘柄の選定

当取引所がその都度定める日

４ 第２条の２の規定による制度信用銘柄の選定及び第３条の２の規定による貸借銘柄の選定は、当取引所が

その都度定める日に行う。

５ 第２項の貸借銘柄の選定は、同項に規定する日のほか、当該日の属する月から起算して８か月目の月の末

日（休業日に当たるときは、順次繰り上げる。以下同じ。）まで、第３項第３号の貸借銘柄の選定は、同号

に定める日のほか、その翌日からその３か月目の応当日（応当日がないときはその月の末日とし、応当日が

休業日に当たるときは、順次繰り下げる。以下同じ。）までの間に、同項第５号の貸借銘柄の選定は、同号

に定める日のほか、その翌日からその６か月目の応当日までの間にそれぞれ行うことができる。

（平成7.7.1、8.5.1、9.6.2、9.10.27、10.1.1、10.12.1、11.2.1、11.12.1、12.3.1、13.10.1、16.3.1、16.12.13、

18.5.1、19.9.30、22.7.15、22.8.31、31.4.1、令和4.4.4変更）

（制度信用銘柄の選定取消基準）

第５条 制度信用銘柄が次の各号のいずれかに該当する場合は、制度信用銘柄の選定を取り消すものとする。

(1) その発行者の直前事業年度（第２条第２項の規定の適用を受けて制度信用銘柄に選定された銘柄につい
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ては、上場後最初の事業年度以降の事業年度に限る。）の末日の純資産の額が正である銘柄以外の銘柄で

あるとき。

(2) 上場廃止が決定された銘柄であるとき。

(3) その他制度信用銘柄として適当でないと認められる銘柄であるとき。

（平成6.8.3、6.10.1、7.7.1、8.11.1、10.12.1、11.2.1、13.10.1、31.4.1、令和4.4.4変更）

（制度信用銘柄であるＥＴＦの選定取消基準）

第５条の２ 制度信用銘柄であるＥＴＦが、第５条第２号又は第３号に該当する場合は、制度信用銘柄の選定

を取り消すものとする。

（平成22.7.15追加、31.4.1変更）

（貸借銘柄の選定取消基準）

第６条 貸借銘柄が、次の各号のいずれかに該当する場合は、貸借銘柄の選定を取り消すものとする。

(1) 流通株式の数が4,250単位に満たない銘柄であるとき。

(2) 株主数が600人に達しない銘柄であるとき。

(3) その発行者の直前事業年度（第２条第２項の規定の適用を受けて制度信用銘柄に選定された銘柄につい

ては、上場後最初の事業年度以降の事業年度に限る。）の末日の純資産の額が正である銘柄以外の銘柄で

あるとき。

(4) 上場廃止が決定された銘柄であるとき。

(5) その他貸借銘柄として適当でないと認められる銘柄であるとき。

２ 有価証券上場規程施行規則第213条第１項第１号の規定は前項第１号に規定する流通株式の数について、有

価証券上場規程施行規則第213条第１項第１号から第４号まで並びに同第501条第１項第４号の規定は前項第

２号に規定する株主数について、それぞれ準用する。この場合における読替えは、別表第２のとおりとする。

（平成6.8.3、6.10.1、7.7.1、8.1.1、8.11.1、10.12.1、11.2.1、13.4.1、13.10.1、14.8.20、14.12.10、16.1.5、

17.2.1、17.11.7、20.4.1、21.11.9、31.4.1、令和4.4.4変更）

（貸借銘柄であるＥＴＦの選定取消基準）

第６条の２ 貸借銘柄であるＥＴＦが、第６条第１項第４号又は第５号に該当する場合は、貸借銘柄の選定を

取り消すものとする。

（平成22.7.15追加、31.4.1変更）

（選定取消基準の特例）

第７条 第６条第１項の規定にかかわらず、貸借銘柄が同項１号又は第２号に該当するときは、原則として該

当した事業年度の末日の翌日から起算して１か年目の日（事業年度の末日の変更により当該１か年目の日が

当該銘柄の株券の発行者の事業年度の末日に当たらないときは、当該１か年目の日後最初に到来する事業年

度の末日）までの期間（以下この条において「猶予期間」という。）を通じてこれらの規定に該当したと認

められる場合を除き、貸借銘柄の選定の取消しは行わない。

２ 猶予期間内に株主基準日を事業年度の末日と異なる日に変更した銘柄及び事業年度の末日と異なる日が株

主基準日である銘柄についての前項の規定の適用については、猶予期間の最終日の属する事業年度に係る株

主基準日における株主数及び流通株式の数を猶予期間の最終日における株主数及び流通株式の数とみなすも

のとする。

３ 有価証券上場規程施行規則第601条第１項第２号及び第３号の規定は、第６条第１項第１号又は第２号に該
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当し猶予期間に入った貸借銘柄について準用する。この場合における読替えは、別表第３のとおりとする。

（平成5.2.28、6.10.1、7.3.1、7.7.1、8.1.1、9.1.1、11.2.1、11.8.10、13.4.1、13.10.1、15.1.14、17.2.1、17.11.7、

18.5.1、20.4.1、21.11.9、30.3.31、31.4.1、令和4.4.4変更）

（選定取消しの時期）

第８条 第５条第１号若しくは第３号又は第６条第１項第３号若しくは第５号に該当した場合の制度信用銘柄

又は貸借銘柄の選定の取消し（第５条の２又は第６条の２の規定によるものを含む。）は、当取引所がその

都度定める日に行う。

２ 前条に規定する猶予期間を通じて第６条第１項第１号若しくは第２号に該当したと認められる場合の貸借

銘柄の選定の取消しは、当該猶予期間の最終日の属する月の翌月から起算して５か月目の月の初日に行う。

３ 第５条第２号又は第６条第１項第４号に該当した場合の制度信用銘柄又は貸借銘柄の選定の取消し（第５

条の２又は第６条の２の規定によるものを含む。）は、当該銘柄の上場廃止が決定された日の翌日に行う。

（平成7.3.1、7.7.1、8.5.1、10.12.1、11.8.10、13.4.1、13.10.1、14.4.1、15.1.14、17.11.7、21.11.9、22.7.15、

31.4.1、令和4.4.4変更）

（選定又は選定取消しの資料）

第９条 第２条から第３条の２までの規定による選定及び第５条から第６条の２までの規定による選定の取消

しは、選定の日又は選定取消しの日における現況による。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる規定による選定又は選定取消しについては、当該各号に掲げ

る資料によるものとする。

(1) 第３条第１項第３号及び第５項第２号並びに第６条第１項第２号

有価証券報告書等又は有価証券上場規程施行規則第421条第１項の規定により提出される株券の分布状

況表等

(2) 第２条第１項第２号

有価証券報告書等

(3) 第３条第３項

有価証券上場規程施行規則第205条第１号ａの(c)の規定により提出される「新規上場申請日以後におけ

る株券等の分布状況に関する予定書」

（平成5.8.10、6.10.1、7.7.1、8.1.1、8.11.1、9.6.2、10.1.1、10.12.1、11.2.1、11.9.1、12.3.1、13.10.1、15.1.14、

15.4.1、17.6.20、18.5.1、20.4.1、21.1.5、21.11.9、30.3.31、31.4.1、令和4.4.4変更）

（当取引所が定める上場の態様）

第10条 規程第15条に規定する当取引所が別に定める態様は、次に掲げるものをいう。

(1) 国内の他の金融商品取引所に対して制度信用銘柄である銘柄の上場の廃止が申請されたこと。

(2) 株券が第２条第３項の規定の適用を受けて制度信用銘柄に選定されることとなった場合において、当該

株券が、国内の他の金融商品取引所に上場されないこと。

(3) 株券が第２条第５項の規定の適用を受けて制度信用銘柄に選定されることとなった場合において、当該

株券が、国内の他の金融商品取引所に上場されないこと。

付   則

１ この規則は、平成３年11月29日から施行する。

２ この規則の施行の際、現に市場第一部銘柄であるものは、第２条の規定に基づき、信用銘柄に選定された
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ものとみなす。

３ この規則の施行の際、現に貸借銘柄であるものは、第３条の規定に基づき、貸借銘柄に選定されたものと

みなす。

４ 前項の規定により貸借銘柄に選定されたものとみなされた銘柄のうち、この規則施行の日（以下「施行日」

という。）前に到来した最終の決算期において貸借取引除外銘柄の認定に関する規則第２条第１項第２号に

該当していた銘柄については、当該最終の決算期の翌日から起算して１か年目の日までの期間を通じて第６

条第１項第２号に該当したと認められる場合は、貸借銘柄の選定を取り消すものとする。

５ 株券上場廃止基準の取扱い１(2)ｄ並びに上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基

準の取扱い１(2)ｆ及びｉの規定は、前項に規定する期間内にある同項に規定する銘柄について準用する。

６ 第８条第２項及び第９条第２項の規定は、付則第４項に規定する銘柄の同項に規定する期間経過後の貸借

銘柄の選定取消しの時期及び資料について準用する。

７  第３条第２項において準用する上場株券の市場第一部銘柄指定基準の取扱い２(3)ｇ及び第７条第２項に

おいて準用する上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基準の取扱い１(2)ｊの規定は、

平成３年４月１日以降に行う株式分割及び１単位の株式の数の変更について適用する。

８  平成３年４月１日前に決議があった準備金の資本組入れに伴う株式の発行、資本組入れした券面額を超え

る部分についての株式の発行及び平成３年４月１日前に到来した最終の決算期以前の決算期に係る株式配当

は、株式分割とみなして第３条第２項において準用する上場株券の市場第一部銘柄指定基準の取扱い２(3)

ｇの規定を適用する。

９  第５条第１項第２号及び第６条第１項第２号並びに第７条第１項の規定は、施行日以後に到来する決算期

の資料に基づく信用銘柄又は貸借銘柄の選定の取消しから適用する。

（平成4.9.11、7.7.1、8.1.1、9.6.2、11.2.1、11.8.10、13.4.1、13.10.1、17.2.1、17.11.7、18.5.1変更）

付   則

この改正規定は、平成５年２月28日から施行し、同日以後に改正前の第７条第１項に規定する猶予期間の最

終日が到来する銘柄から適用する。

付   則

１ この改正規定は、平成６年８月３日から施行する。

２ この改正規定施行の日（以下「施行日」という。）前において第７条第１項に規定する猶予期間内にある

銘柄については、当該最終の決算期の翌日から起算して１か年目の日までの期間を通じて第５条第１項第２

号又は第６条第１項第２号に該当したと認められる場合、信用銘柄又は貸借銘柄の選定を取り消すものとす

る。

３ 株券上場廃止基準の取扱い１(2)ｄ並びに上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基

準の取扱い１(2)ｆ及びｉの規定は、前項に規定する期間内にある同項に規定する銘柄について準用する。

４ 第８条第２項及び第９条第２項の規定は、付則第２項に規定する銘柄の同項に規定する期間経過後の信用

銘柄又は貸借銘柄の選定取消しの時期及び資料について準用する。

５ 第５条第１項第２号及び第６条第１項第２号の規定は、施行日以後に到来する決算期の資料に基づく信用

銘柄又は貸借銘柄の選定の取消しから適用する。

（平成9.6.2、20.4.1変更）

付   則
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１ この改正規定は、平成７年７月１日から施行する。

２ この改正規定施行の日（以下「施行日」という。）に信用銘柄に選定されていない株券については、施行

日以後の本所が定める日において、改正後の第２条の規定に基づき信用銘柄に選定することとする。

３ 改正後の第６条の規定は、施行日以後に行う株主数の審査から適用する。

４ 施行日前に行った株主数の審査において、改正前の第６条に定める株主数に満たないこととなった銘柄（猶

予期間経過後の審査を行っていないものに限る。）が、改正後の第６条に定める株主数を満たすこととなっ

た場合には、施行日において、改正前の第６条に定める株主数に達したものとして取り扱う。

（注）第２項の「本所が定める日」は、平成７年７月３日

付   則

１ この改正規定は、平成８年５月１日から施行する。

２ 改正後の第４条の規定にかかわらず、この改正規定の施行の日以後最初に行う貸借銘柄の選定は、平成７

年４月１日から同年12月31日までの間に決算期を迎えた銘柄を審査対象銘柄とし、平成８年６月３日に行う

ものとする。

付   則

この改正規定は、平成９年１月１日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定は、平成８年11月中に

決算期を迎えた銘柄の審査から適用する。

付   則

１ この改正規定は、平成10年12月１日から施行する。

２ この改正規定施行の際、現に信用銘柄であるものは、改正後の第２条の規定に基づき、制度信用銘柄に選

定されたものとみなす。

付   則

１ この改正規定は、平成11年11月10日から施行する。

２ この改正規定施行の際、現に第２条第２項第３号の規定により制度信用銘柄に選定されている合併新株に

ついては、なお従前の例による。

付   則

この改正規定は、平成12年６月26日以降の日で、本所が定める日から施行する。

（注）「本所が定める日」は平成12年９月４日

付   則

この改正規定は、平成12年11月１日から施行する。

（平成13.10.1、17.2.1変更）

付   則

この改正規定は、平成13年４月１日から施行する。

（平成13.10.1変更）

付   則

この改正規定は、平成13年８月１日から施行する。

付   則

１ この改正規定は、平成13年10月１日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、改正後の平成３年11月29日改正付則第７項及び第９項の規定は、商法等の一部
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を改正する等の法律（平成13年法律第79号）附則第２条又は第24条においてなお従前の例によるとされた自

己株式については適用しない。

３ 改正後の第３条第１項第３号の規定は、この改正規定の施行の日（以下「施行日」という。）以降に上場

申請（予備申請を含む。）を行う新規上場申請者の株式の分布状況の審査から適用する。

４ 改正後の第３条第１項第３号の規定は、施行日以降最初に到来する事業年度の末日に係る株式の分布状況

の審査から適用する。

５ 改正後の第６条第１項第２号ｂの規定は、施行日以後に審査対象決算期が到来する株主数の審査から適用

する。ただし、平成３年４月１日以後施行日の前日までの間において１株を1.5株以上に分割する株式分割（同

時に１単位の株式の数の多い数への変更を行っている場合には、実質的に１株が1.5株以上に分割されたと認

められるものに限る。）若しくは１単位の株式の数の２分の１以下への変更（上場前の株式分割又は１単位

の株式の数の変更については、上場申請日の属する事業年度の末日以前10年間に行われたものに限る。）を

行った又は行うことを決議した上場会社が発行者である株券については、施行日以後に開始する事業年度を

審査対象決算期とする株主数の審査から適用するものとし、当該審査対象決算期前に到来する審査対象決算

期の株主数に係る審査については、これを行わないものとする。

６ 第１項の規定にかかわらず、この改正規定施行の際、現に猶予期間内にある銘柄については、施行日の前

日において改正前の第６条第１項第２号ｂに定める株主数に達していたものとみなす。

付   則

この改正規定は、平成14年４月１日から施行する。

付   則

１ この改正規定は、平成14年８月20日から施行する。

２ この改正規定施行の日（以下「施行日」という。）前に行った株主数の審査において改正前の第６条に定

める株主数に満たないこととなった銘柄（猶予期間経過後の審査を行っていないものに限る。）が、改正後

の第６条に定める株主数を満たすこととなった場合には、施行日において、改正前の第６条に定める株主数

に達したものとして取り扱う。

付   則

この改正規定は、平成14年12月10日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成15年１月14日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成15年４月１日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成15年５月８日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成16年１月５日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成16年３月１日から施行し、同日以降に第４条第１項並びに第２項第１号及び第４号に

規定する選定の日が到来する銘柄から適用する。

付   則
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この改正規定は、平成16年11月１日から施行する。

付   則

１ この改正規定は、当取引所が定める日から施行する。

２ この改正規定施行の日（以下「施行日」という。）に当取引所に上場した銘柄であって、同日に日本証券

業協会により登録が取り消され、かつ、株式会社ジャスダック証券取引所に上場されなかった銘柄について

は、なお従前の例による。

３ 施行日の前日において日本証券業協会に登録されていた銘柄（施行日において株式会社ジャスダック証券

取引所に上場された銘柄に限る。）に関する改正後の第３条第１項第１号の規定の適用については、日本証

券業協会における登録の日を当該証券取引所における上場の日とみなす。

（注）「当取引所が定める日」は平成16年12月13日

付   則

１ この改正規定は、平成17年２月１日から施行する。

２ 平成３年11月29日改正付則第13項及び第14項並びに平成12年11月１日改正付則第２項を削る改正規定は、

この改正規定施行の日以後開始する事業年度を審査対象決算期とする少数特定者持株数の審査から適用する。

付   則

この改正規定は、平成17年６月20日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成17年11月７日から施行し、同日以後に審査対象決算期を迎える銘柄に係る株主数の審

査から適用する。

付   則

この改正規定は、平成18年５月１日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成19年３月15日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成19年９月30日から施行し、改正後の第４条第３項の規定は、この改正規定施行の際、

貸借銘柄に選定されていない銘柄（改正前の第４条第３項の規定により平成19年９月30日以降の日に選定でき

るものに限る。）に係る貸借銘柄の選定について適用する。

付   則

この改正規定は、平成20年４月１日から施行し、平成20年５月１日以降に選定の日が到来する銘柄から適用

する。

付   則

この改正規定は、平成21年１月５日から施行する。

付   則

１ この改正規定は、平成21年11月９日から施行する。

２ 施行日の前日において改正前の第７条に係る猶予期間内にある銘柄のうち、当該猶予期間に入った日の前

日において、その株主数が600人未満である貸借銘柄については、当該猶予期間に入った日に改正後の第７条

に係る猶予期間にある銘柄とみなす。

３ 改正後の第６条第１項第１号及び第２号の規定は、施行日以後に到来する事業年度の末日の流通株式及び
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株主数の審査から適用する。

付   則

この改正規定は、平成22年７月15日から施行する。

付   則

この改正規定は、平成22年8月31日から施行する。

付   則

１ この改正規定は、平成30年３月31日から施行する。

２ 改正後の第７条、別表第１及び別表第２の規定は、この改正規定施行の日以後の日を事業年度の末日とす

るものから適用する。

付   則

１ この改正規定は、平成31年４月１日から施行し、平成30年11月30日以前を事業年度、計算期間又は営業期

間の末日とする株券等に係る貸借銘柄の選定については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

２ 改正後の第４条第３項第５号の規定は、平成31年４月１日以後に上場する銘柄から適用する。

付   則

この改正規定は、令和２年11月１日から施行する。

付 則

１ この改正規定は、令和４年４月４日から施行し、施行日の前日までの間の有価証券上場規程令和４年４月

４日改正付則第２条により廃止する株券上場審査基準及びその取扱いの適用については、なお従前の例によ

る。

２ 前項の規定にかかわらず、令和４年４月３日以前を事業年度の末日とする株券等に係る貸借銘柄の選定及

び選定の取消しについては、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

３ 第１項の規定にかかわらず、この改正規定施行の日（以下「施行日」という。）が猶予期間に含まれる銘

柄（改正前の第６条第１項第１号に定める流通株式の数の基準を満たさないこととなった銘柄に限る。）に

ついては、施行日以後の流通株式の数が、改正後の同号に定める流通株式の数の基準を満たすこととなった

場合には、貸借銘柄の選定の取消しを行わないこととする。

４ 第１項の規定にかかわらず、施行日以後に新規上場を行うことが見込まれる銘柄に係る第３条第７項に規

定する選定については、改正後の同条第１項第２号を適用する。

〔平成3.11.29、4.9.11、5.2.28、5.8.10、6.8.3、6.10.1、7.3.1、7.7.1、8.1.1、8.4.1、8.5.1、8.11.1、9.1.1、9.6.2、

9.10.27、10.1.1、10.3.1、10.12.1、11.2.1、11.8.10、11.9.1、11.10.1、11.11.10、11.12.1、12.3.1、12.9.4、

12.11.1、13.4.1、13.8.1，13.10.1、14.4.1、14.8.20、14.12.10、15.1.14、15.4.1、15.5.8、16.1.5、16.3.1、16.11.1、

16.12.13、17.2.1、17.6.20、17.11.7、18.5.1、19.3.15、19.9.30、20.4.1、21.1.5、21.11.9、22.7.15、22.8.31、

30.3.31、31.4.1、令和2.11.1、4.4.4〕
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別表第１（第３条第２項関係）

読み替える有価証券上場規程施行

規則の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

第213条第１項第１号、第２号、第

４号及び第８号
新規上場申請者 上場会社

第213条第１項第４号 当該基準日等

審査対象事業年度の末日（事

業年度の末日と異なる日が株

主基準日である場合、審査対

象事業年度に係る株主基準

日）

第213条第１項第４号及び第８号 最近の基準日等

審査対象事業年度の末日（事

業年度の末日と異なる日が株

主基準日である場合、審査対

象事業年度に係る株主基準

日）

第213条第１項第５号 基準日等

審査対象事業年度の末日（事

業年度の末日と異なる日が株

主基準日である場合、審査対

象事業年度に係る株主基準

日）

（平成21.11.9追加、30.3.31、31.4.1、令和4.4.4変更）

別表第２（第６条第２項関係）

読み替える有価証券上場規程施行

規則の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

第213条第１項第１号、第２号及び

第４号
新規上場申請者 上場会社

第213条第１項第４号

最近の基準日等

審査対象事業年度の末日（事

業年度の末日と異なる日が株

主基準日である場合、審査対

象事業年度に係る株主基準

日）

当該基準日等

審査対象事業年度の末日（事

業年度の末日と異なる日が株

主基準日である場合、審査対

象事業年度に係る株主基準

日）
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（平成21.11.9追加、30.3.31、31.4.1、令和4.4.4変更）

別表第３（第７条関係）

読み替える有価証券上場規程施行

規則の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

第601条第１項第２号
第１項第１号ａ、第２号ａ又

は第３号ａに定める基準に適

合していない銘柄

株主数が600人未満である銘

柄

改善期間 猶予期間

規程第501条第１項第１号ａ、

第２号ａ又は第３号ａに定め

る基準以上

600人以上

（平成21.11.9追加、令和4.4.4変更）


